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微量元素含有量を用いた野菜類の分散型産地判別システム

佐 藤 永 欣† 上 原 稔†† 玉 岡 迅†

下村 講一郎† 山 本 浩 文† 上 條 賢 一†

食品の安全を確保するためトレーサビリティシステムが導入されているが，食品に付加した ID を
追跡するためすり替え等が可能である．そこで，我々は野菜等の微量元素含有量の産地による違いを
利用した産地判別システムの開発を行っている．土壌の微量元素含有量は土地によって異なり，植物
の生育にともなって吸収される微量元素の量も土地や生育状況によって異なるため，産地判別に利用
できる．本論文では農芸化学者により通常使われる方法よりも計算機に向いた産地判別手法を述べた
後，農家からの出荷時に微量元素含有量を分析・蓄積し，産地偽装が疑われる野菜類の微量元素含有
量と比較することで産地を判別するシステムについて述べる．

Distributed Geographical Origin Identification System
for Green-groceries by Trace Element Compositions

Nobuyoshi Sato,† Minoru Uehara,†† Jin Tamaoka,†
Koichiro Shimomura,† Hirobumi Yamamoto†

and Kenichi Kamijo†

Food traceability systems are used to ensure food safety. However, switching foods is pos-
sible since they chases only IDs attached onto foods. Therefore, we have been developing a
system to identify geographical origin of vegetables using their trace element compositions.
Since trace, very small quantity element compositions in the soil differ from places, it differ
that trace element compositions absorbed by plants along with their growth. So, they can be
used to identify geographical origin. In this paper, we describe a computer friendly identifi-
cation method rather than used by chemists, and we describe our system that identifies by
comparison of two trace element compositions, measured in a farm and doubtful one’s.

1. は じ め に

ここ 10年ほど，BSEや輸入野菜の残留農薬問題の

ような食品の安全性に関する問題が多発した．また，

農産地のブランド価値を重視する傾向が強まり，安価

な農産物をブランド産地産の農産物と偽って販売する

事件が発生した．2000年の JAS法改正により農産物

の原産地表示の適正化が義務づけられたが，それ以降

も年に数回，産地偽装事件が発覚している．

食品トレーサビリティを導入し，食品に対する信頼を

取り戻そうという動きがある1),2)．バーコード，RFID

タグ等の形で食品のパッケージ等に IDを付加し，追

跡することで，特定の食品の川上への追跡（トレース
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バック，トレーシング）と川下への追跡（トレースフォ

ワード，トラッキング）が実現される．しかし，食品

そのものではなく，付加された IDを追跡しているこ

とに注意する必要がある．すなわち，パッケージや ID

のすり替え，偽造等の可能性を排除できない．

一方，遺伝子分析や微量元素分析といった，農産物

そのものの違いを利用して産地偽装を防止する試みも

ある．遺伝子分析は品種の違いを判別できるが産地は

識別できない．微量元素分析は土壌の微量元素含有量

の分布の地理的な違いを利用する．すなわち，植物は

生育時に土壌中の微量元素を吸収するが，土壌中の微

量元素含有量が異なれば，植物に吸収された微量元素

の量も異なるため，野菜類が育った地域の異同を識別

できる．また，土壌の微量元素含有量は施肥によって

も変動すると考えられるため，農場や圃場のレベルで

産地を判別できる可能性がある．

我々は農産物の微量元素含有量の違いを利用した産

地判別システムを提案してきた3)～5)．本システムは
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農産物の微量元素含有量を農場からの出荷時にデータ

ベースに蓄積し，流通経路上の農産物の微量元素含有

量との相関係数を計算し，比較することで農産物の産

地を判別する．農芸化学者による産地判別手法と違い，

情報検索のアイディアに基づく本手法は，産地判別自

体の曖昧さと人手の介入を排除し，規準を明確化した

点で計算機による実現に向いている．

本論文の構成は以下のとおりである．2 章では食品

トレーサビリティシステムと微量元素による農産物の

産地判別に関する関連研究について述べる．3 章では

相関係数を用いた産地判別手法を述べた後，実際の

データを用いて産地判別が可能か検討し，シミュレー

ションにより判別精度や誤判定の可能性を議論する．

4 章では本システムの設計と動作を述べ，プロトタイ

プによる産地判別に要する時間等の評価を示す．最後

にまとめを述べる．

2. 関 連 研 究

2.1 食品トレーサビリティ

青果類，牛肉を中心にいくつかの食品トレーサビリ

ティシステムが実験，または運用段階にある2)．牛肉

のトレーサビリティは，BSE 問題を受けて制定され

た「牛の個体識別のための情報の管理および伝達に関

する特別措置法」に基づいて運用されている．国産牛

の個体識別と成育履歴の確認が可能である．平成 17

年度から農林水産省「ユビキタス食の安全・安心シス

テム開発事業」2) として，いくつかのプロジェクトが

補助金を受けている．

T-Engine Forum 6)は IDとして ucode 7)を利用し，

生産から店舗までの各段階での追跡を行う実証実験を

牛乳，豆腐，米，ジュース，青果で実施した．ucode

はRFIDタグに記録されるが，バーコードも併用され

ている．全国農業協同組合中央会による全農安心シス

テムでは，米や肉類のトレーサビリティをバーコード

のラベルを貼布して実現している．生産段階から最終

消費者への流通のすべての段階でのトレーサビリティ

の実現が特徴であり，加工工場等でも認証を受ける等

して不正防止に留意している．

食品トレーサビリティは，流通，輸送用パッケージ

にバーコード，RFIDタグ等機械可読な形で IDを付

加することで実現される．生産，輸送，加工等の履歴

はデータベースに格納され，ネットワーク越しに参照

される．書き込み可能な RFIDタグを利用すると履歴

をRFIDタグに記録できるが，書き込み可能なRFID

タグは高価なため利用されていない．

農家から出荷された農産物は，集荷，選別，輸送，

加工，小分け等の段階を経て小売店に並ぶ．この間に

複数の流通業者が関与する．集荷，選別の方法は農産

物ごとに違い，共同選果場等での選別の方法によって

は生産農家を特定できないこともある．加工，小分け

の内容によっても追跡できない場合がある．たとえば，

野菜を加工してサラダを作ると，サラダに対して新た

に IDが割り当てられ，追跡が途切れる．コンテナや

段ボール箱で輸送された農産物を小売用に小分け，包

装する場合，ID が再割当てされることもある．一般

に，ID の再割当てをともなう流通段階では，すり替

え，虚偽報告等により偽装が可能である．

2.2 農産物の産地判別

農産物等の植物体内，植物製品の微量元素含有量を

用いた産地判別の試みは，ワイン8),9)，コーヒー10)，

茶11) 等の産地や生産年が重要な製品のほかに，オレ

ンジジュース12)，じゃがいも13)，長ネギ14)，ニンニ

ク15)，タマネギ16)，玄米17) 等で農芸化学分野の研究

者を中心に行われてきた．このほかに，安定同位体

比18) や有機物19) を用いた研究がある．

これらの研究では，測定・実験手法（実験系，シス

テムと呼ばれる）を確立したうえで，主にクラスタ分

析や散布図を用いて微量元素含有量等が産地により違

うことを示している．一般に，農芸化学分野では実験

系と統計処理後のデータが議論の対象であり，統計処

理手法や産地判別のための情報システムは興味の対象

ではない．また，産地判別に用いる元素の選択基準が

明確でない，統計処理に試行錯誤をともなう，産地を

判別できたと判断する基準が明確でない等の問題があ

る．このように，計算機による実現は考慮されておら

ず，人手の介入を前提とするプロセスもある．

サンプル収集と分析の時間的・経済的コストの問題

により，広範囲から継続的にサンプルを収集し，農産

物の微量元素含有量の地理的・時間的分布を明らかに

した研究は存在しない．産地により微量元素含有量が

異なること，微量元素含有量の傾向は大陸，国，州県

等の単位で大まかに分類できることは示されているが，

農場・圃場レベルの産地判別はまったく論されていな

い．日本国内で行われた研究14)～17) は原産地表示の

適正化を視野にいれているが，特定国からの輸入品と

国産品の識別が可能であることを示したにすぎない．

本論文では人手の介入を排し，産地判別の規準を明

確化した計算機向きの手法として，相関係数の計算に

よる産地判別手法を述べ，細粒度の産地判別が可能と

なることを実際のデータとシミュレーションを用いて

示す．また，情報システムとしての産地判別システム

について述べ，評価を示す．
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3. 多変量解析による産地判別法

3.1 産地判別手法の概要

ここでは相関係数の計算による，曖昧さと人手の介

入を排した産地判別の基本的な手法を述べる．

産地数を c，各産地を d = 1, 2, · · · , c，d のサンプ

ル数を kd，サンプルを i = 1, 2, · · · , kd で表し，l 種

類の元素を e = 1, 2, · · · , l とする．微量元素含有量
tdie から産地と元素ごとの平均 t̄d·e は次のように計

算できる．

t̄d·e =

∑
i
tdie

kd
(1)

これを各産地の微量元素含有量の代表値とする．

次に規準化スコア nde を産地を通算した微量元素

含有量の平均 t̄··e =
∑

d
t̄d·e/c と標準偏差 s··e =√∑

d
(t̄d·e − t̄··e)2/(c − 1) を用いて次式で計算する．

nde =
t̄d·e − t̄··e

s··e
(2)

一般に，ベクトル X = (x1 x2 · · · xn) と Y =

(y1 y2 · · · yn) のなす角 θXY は，x̄，ȳ を X，Y の

要素の平均として，

cos θXY =

∑
(xi − x̄)(yi − ȳ)√∑

(xi − x̄)2
√∑

(yi − ȳ)2

= rXY (3)

である．相関係数 rXY は −1 ≤ rXY ≤ 1 を満たし，

大きいほど X と Y が類似していることを示す．

産地 d の規準化スコアのベクトルを Nd =

(nde1 nde2 · · ·ndel ) とし，式 (3) により d 相互間の

相関係数を求め，相関係数が 1に近い適当な閾値を超

表 1 微量元素測定結果
Table 1 Analytical result for each trace element.

産地（d） Cd Cr Pb Co Tl V

Ecuador（N） 5.4691 7.6026 9.3328 12.985 31.227 14.890

U.S.（M） 12.155 7.0151 5.6796 30.817 8.1998 8.6061

Calif.（K） 15.639 7.5646 14.147 29.030 11.720 7.8218

埼玉（K） 12.375 8.8491 12.465 16.014 38.857 12.701

埼玉（K） 22.278 47.863 72.581 31.888 27.066 99.437

埼玉（A） 14.059 9.0484 13.420 10.945 8.8744 12.282

µg/100g 生重量

表 2 相関行列
Table 2 Correlation coefficient matrix.

Ecuador（N） U.S.（M） Calif.（K） 埼玉（K） 埼玉（M） 埼玉（A）
Ecuador（N） 1

U.S.（M） −0.5980 1

Calif.（K） −0.7991 0.8908 1

埼玉（K） 0.7863 −0.6176 −0.5615 1

埼玉（M） −0.4242 −0.1031 −0.1145 −0.7153 1

埼玉（A） −0.4745 −0.4074 −0.1193 −0.3022 0.7075 1

えた場合に産地が一致すると判断する．ただし，産地

が異なる野菜類の微量元素含有量が偶然類似する可能

性と閾値の選択に留意する必要がある．

3.2 ブロッコリーを用いた産地判別の検討

6つの産地のブロッコリーを 3つの販売店から調達

した．産地と販売店の組合せは Ecuador（N），U.S.

（M），California（K），埼玉（K），埼玉（M），埼玉

（A）の計 6 種類である．Ecuador（N）は N 社の冷

凍食品，ほかは生鮮である．他のカッコ内は販売店の

名称の頭文字である．産地は販売店による表示を採用

し，埼玉県産は市町村レベルの情報がないため異なる

産地として扱う．それぞれ 5サンプルずつ微量元素含

有量を誘導結合プラズマ質量分析装置により測定し，

各元素の含有量の違いを検定するため一元配置分散分

析を行い，有意差が得られたカドミウム（Cd），クロ

ム（Cr），鉛（Pb），タリウム（Tl），バナジウム（V）

の 6種類を判別に使用することにした．

表 1 に式 (1) に基づいて計算した各産地の微量元

素測定結果の代表値を示す．これを式 (2)により規準

化し，式 (3)により相関係数を求めた結果を表 2 に示

す．Calif.（K）と U.S.（M）は類似しているが一致

しているとはいえない．次に Calif.（K）の各サンプ

ル Calif.（K）1～5の測定値から同様に相関係数を計

算した結果を表 3 に示す．Calif.（K）との相関係数

がおおむね 0.999程度以上と高く，一致していると判

断できる一方，U.S.（M）との間では 0.9程度以下で

あり，類似しているが一致しているとはいえない．

次に，類似して変動した場合のシミュレーションを

行った．Calif.（K）の微量元素含有量 tdcalif ie の標準偏
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表 3 Calif.（K）の各サンプルと各産地の相関係数
Table 3 Correlation coefficient matrix among actual Calif. (K) samples and the other districts.

Ecuador（N） U.S.（M） Calif.（K） 埼玉（K） 埼玉（M） 埼玉（A）
Calif.（K）1 −0.7977 0.8963 0.9998 −0.5709 −0.1072 −0.1250

Calif.（K）2 −0.7956 0.8850 0.9998 −0.5497 −0.1255 −0.1197

Calif.（K）3 −0.7979 0.8948 0.9999 −0.5667 −0.1111 −0.1237

Calif.（K）4 −0.8119 0.8673 0.9986 −0.5450 −0.1174 −0.0843

Calif.（K）5 −0.7900 0.9085 0.9991 −0.5738 −0.1113 −0.1440

図 1 生成した Calif.（K）と実際の U.S.（M）との相関係数
Fig. 1 Correlation coefficients between samples simulated

as Calif. (K) and actual U.S. (M).

図 2 生成した Calif.（K）と実際の Calif.（K）との相関係数
Fig. 2 Correlation coefficients between samples simulated

as Calif. (K) and actual Calif. (K).

差を sdcalif ·e =
√∑

i
(tdcalif ie − t̄dcalif ·e)2/(kdcalif − 1)

とする．平均 t̄dcalif ·e と偏差を大きくした標準偏差

s′dcalif ·e = asdcalif ·e（1.0 ≤ a ≤ 3.0）を元に Calif.

（K）を正規乱数を用いてシミュレートし，同じ手順で

相関係数を計算した．規準化スコアの計算には t̄dcalif ·e
と sdcalif ·e を用いた．U.S.（M）との相関係数を図 1

に，Calif.（K）との相関係数を図 2 に示す．a ≤ 3.0

ではシミュレートしたCalif.（K）と実際のCalif.（K）

の相関係数がU.S.（M）との相関係数よりほとんどの

場合で大きく，分散分析の結果有意差が認められた．

以上から，各産地の野菜の微量元素含有量が相当変

動したとしても産地判別は可能であり，あるサンプル

に対して相関係数が 1に近い閾値を超えた産地がその

サンプルの産地と判断してよいと考えられる．

3.3 産地数と判別精度

微量元素含有量による産地判別を実用化するために

は，微量元素含有量の広域にわたる調査と，圃場，施

肥の状況等を考慮した細粒度の調査が必要である．し

かし，これらに関する研究は存在しないため，我々の

データに基づいてシミュレーションを行った．ここで

図 3 産地数，元素数，閾値とヒット数
Fig. 3 Relation among the number of producing districts,

elements, thresholds and the number of hits.

は閾値を超えることをヒットすると呼ぶ．

まず，産地 d，元素 e の測定値の母平均 µd·e をブ

ロッコリーの実測データと同じ範囲になるよう一様乱

数で生成し，母標準偏差 σd·e を実測データの標準偏

差の平均と標準偏差に基づき正規乱数で生成した．次

に d の i 番目のサンプルの e の測定値 tdie を µd·e と

σd·e に基づき正規乱数で生成し，その標本平均 t̄d·e
と標本標準偏差 sd·e を産地が既知のデータとした．同

様に判別対象の産地が未知のデータも生成した．

図 3 に元素数，閾値と判別対象の産地数を変化さ

せたときの，産地が未知のデータ 1件あたりのヒット

数を示す．産地数は農場または圃場の数を想定してい

る．日本の農家は約 200万軒20)あるため，同一作物・

品種を栽培する農家は最大 10万軒程度と仮定してい

る．未知，既知のデータともに産地数は同じである．

産地数の 2乗に比例してヒット産地数が増え，閾値を

上げればヒット産地数は減少する．元素数を増やすと

情報量が増えるためヒット産地数は急速に減少する．

図 4 に未知，既知データともに 10万件のときのヒッ

ト数の度数分布を示す．元素数を増やし，閾値を上げ

るとヒットしない例が増え，産地数を増やすことが可

能と考えられる．次に，母標準偏差を σ′
d·e = aσd·e

（1.0 ≤ a ≤ 3.0）とした未知データを用いて未知デー

タ 1件あたりのヒット数を測定したところ，a に対し

てほぼ一定であった．
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図 4 ヒット産地数の度数分布
Fig. 4 Frequency distribution for the number of hits.

以上から，提案手法は微量元素含有量の変動に対し

て頑健であり，農場・圃場レベルの細粒度の産地判別

でも実用に耐えると考えられる．

ところで，異なる産地の野菜類の微量元素含有量が

偶然似てしまう可能性があるため，複数の産地がヒッ

トしうる．産地数が増えればこの危険は大きくなる．

閾値を上げすぎると第 1種過誤☆の危険がある．また，

相関係数が最大となる産地が真の産地とは限らない．

さらに，現実の微量元素分布等から産地判別に用いる

元素を簡単に増やせない可能性がある．

一方，トレーサビリティによる産地情報を微量元素

含有量を用いて検証する場合，複数の産地が閾値を超

えた場合でもトレーサビリティによる産地が含まれて

いれば，帰無仮説「産地が偽装されている」が棄却で

きなかったと考えられる．ただし，閾値を下げすぎた

場合，第 2種過誤☆☆の危険が増す．

産地を偽装して微量元素含有量による産地判別を欺

くには，微量元素含有量が類似する野菜類が必要とな

る．しかし，微量元素含有量を人工的に調整するのは

難しい．本来の産地から野菜類を調達すると産地偽装

の意味がない．別の産地から調達するには，微量元素

含有量の広域にわたる比較的詳細なデータが必要とな

る．このため産地偽装は困難となる．以上から，現状

ではトレーサビリティによる産地情報を微量元素含有

量を用いて検証する手法が実現可能であるため，これ

を採用する．

4. 分散産地判別システム

4.1 設 計

提案手法は微量元素含有量を比較することで産地を

判別するため，農家等からの出荷時に測定した微量元

☆ 第 1 種過誤：本来正しい帰無仮説を棄却してしまう誤り．
☆☆ 第 2 種過誤：棄却すべき帰無仮説を棄却しない誤り．

図 5 分散型産地判別システムの概要
Fig. 5 Overview of distributed geographical origin

identification system.

素含有量をデータベースに蓄積する必要がある．1つ，

または少数の組織が微量元素含有量のデータを全国規

模で蓄積することはコスト等の問題から難しく，各産

地の出荷団体等が各自，蓄積・管理するのが自然であ

る．よって，各産地のサイトにデータベースを分散配

置する．図 5 に概要を示すように本システムは以下

の 2種類のコンポーネントからなる．

Control Site（CS） 全体で 1つだけ存在し，本シ

ステム全体の制御，Data Site（DS）が本システムに

参加する際の認証，不正を行った DSの排除，不正に

投入されたデータを排除するための広告等を行う．

Data Site（DS） 各産地の出荷団体等に配置され，

農産物を出荷するときに測定した微量元素含有量を

データベースに蓄積する．産地判別の要求を受けたと

きに自身が蓄積するデータとの相関係数を計算する．

産地判別の実行は CSと DSの両方が要求できる．

まず，分散して蓄積された微量元素含有量から相関

係数を分散計算する方法を述べる．DSの数を n，DS i

に蓄積された微量元素含有量のデータ数をmi，相関係

数の計算対象の元素を l 種類とし，e（e = 1, 2, · · · , l）
で表す．DS i における j（j = 1, 2, · · ·mi）番目のデー

タの e の測定値を xije と表すと，i における j 番目

のデータは Xij = (xij1 xij2 · · · xijl) と表せる．

相関係数の計算は規準化スコアの計算までと，相関

係数自体の計算の 2 段階からなる．規準化スコアは

データの追加・削除がない限り再利用できる．規準化

スコアは微量元素含有量のデータと 1対 1対応である

ので各 DSで計算する．規準化スコアは e ごとに計算

する．規準化スコアを計算する手順を以下に示す．

平均の計算

( 1 ) CS は DS i に以下の式による各サイトにおけ

る e の測定値の平均の計算を依頼する．

x̄i·e =
1

mi

mi∑
j=1

xije (4)
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( 2 ) DS i は x̄i·e と mi を CS に送信し，CS は e

の全 DSの平均値を以下の式により計算する．

x̄··e =
1∑n

i=1
mi

n∑
i=1

mix̄i·e (5)

標準偏差の計算

( 1 ) CSは x̄··e を DS i に配布する．

( 2 ) DS i は自サイトにおける eの測定値の残差平方

和 die =
∑mi

j=1
(xije − x̄··e)2 を求め，CSに送信する．

( 3 ) CSは e の測定値の全サイトでの標準偏差

se =

√√√√ 1∑n

i=1
mi − 1

n∑
i=1

mi∑
j=1

(xije − x̄··e)2

=

√√√√ 1∑n

i=1
mi − 1

n∑
i=1

die (6)

を計算する．

規準化スコアの計算

( 1 ) CS は se と x̄··e を DS i に配布し，規準化ス

コアの計算を依頼する．

( 2 ) DS i は規準化スコア yije = (xije − x̄··e)/se を

計算し，Yij = (yij1 yij2 · · · yijl) とする．

次に相関係数の計算と産地判別の動作を述べる．DS

が産地判別を行うときは CSを DSと読みかえる．

判別対象の規準化スコアの計算

( 1 ) CSは産地判別したい野菜類の微量元素測定結

果 U = (u1 u2 · · ·ul)の規準化を自分自身に依頼する．

( 2 ) CS は U からその規準化スコア ve = (ue −
x̄··e)/se を計算し，V = (v1 v2 · · · vl)として返送する．

相関係数の計算

( 1 ) CSはすべての DS i に V，V の産地情報と返

送すべき相関係数の閾値 rth を並列に送り，相関係数

の計算を依頼する．

( 2 ) DS i は V と Yij の相関係数
r(Yij V )

=

∑l

e=1
(ve − v̄·)(yije − ȳij ·)√∑l

e=1
(ve− v̄·)2

√∑l

e=1
(yije− ȳij ·)2

(7)

を計算する．v̄· と ȳij · はそれぞれ V と Yij の各要素

の平均であり，各 DSが計算する．

( 3 ) DS i は V のトレーサビリティによる産地によ

り以下の該当する動作を行う．

• V の産地と一致する Yij を持つ場合，該当する

r(YijV ) が rth を超えなかったときはその旨を最大の

r(YijV ) と産地情報とともに返す．超えた場合はその

旨を r(YijV ) とともに返す．

• V の産地と一致する Yij を持たない場合，最大

となる r(YijV ) を産地情報とともに返す．

産地判別結果の妥当性の検証等を目的として，CSの

要求があれば DSは上記のほかに相関係数の全計算結

果を返す．

産地判別 CSはトレーサビリティによる産地情報と

一致する DS i の報告により，以下の動作を行う．

• rth を超えたと報告した場合，産地表示が正しい

旨ユーザに r(YijV ) とともに提示する．

• rth を超えなかったと報告した場合，ユーザに産地

が偽装されている旨提示し，各 DS i が返した r(YijV )

の中から最大となる Xij の産地情報を r(YijV ) とと

もに推定される産地として提示する．

rth は産地と判定される相関係数の下限であり，低

すぎれば第 2種過誤の原因となるため慎重に決める必

要がある．rth = 0.7 としているが，3.3 節のシミュ

レーション結果によれば 0.8でも十分である．産地判

別に要求される地理的粒度にもよるが，将来的には適

切な rth を現実のデータに基づいて自動的に決定する

必要があるかもしれない．トレーサビリティの産地情

報と微量元素含有量による産地判別結果が一致すると

き，r(Yij V ) は産地判別の結果の確からしさを示すと

考えられ，1に近いほど確からしいといえる．

微量元素含有量のデータの蓄積が進み，産地数が増

えたときの本手法の有効性を，年に数回程度確認す

る必要がある．しかし，散布図やクラスタ分析等では

データ数が多いため判断が難しい．セルフチェックの

ため，本システムは DSに蓄積された微量元素含有量

データどうしの相関係数の計算が可能である．2つの

DS DS i と DSg のそれぞれ j 番目のデータ Yij と h

番目のデータ Ygh の相関係数は以下のように計算で

きる．

r(Yij Ygh )

=

∑l

e=1
(yghe − ȳgh·)(yije − ȳij ·)√∑l

e=1
(yghe− ȳgh·)2

√∑l

e=1
(yije− ȳij ·)2

(8)

相関行列を各 DSに分割する様子を図 6 に示す．網

掛け部分は DS i 自身で計算可能であり，その他の部

分は DS i が DSg から Ygh を取得する必要がある．

PCクラスタ等を用いて，集中的に蓄積測定値相互

間の相関係数を計算することも考えられる．Yij，Ygh

をあらかじめ各計算ノードに配布しておけば高速に

計算できる．Ygh を転送しながら計算する場合は計

算ノード間の帯域が十分広い必要がある．微量元素含

有量データは時間の経過とともに増えるのみのため，
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図 6 相関行列の各 DS への分割
Fig. 6 Division of correlation coefficient matrix into DSs.

Ygh の差分のみを転送することでも転送時間を短縮で

きる．この場合，相関係数の計算を DSで行っても十

分高速と考えられる．集中的に計算する場合でも DS

からのデータの取得は差分の転送で十分である．本シ

ステムではこの計算の頻度が低いため，各 DSで分散

して計算する方式を採用する．

4.2 プロトタイプによる計算時間の評価

本手法による産地判別は産地を判別したい野菜類の

微量元素含有量と，データベースに蓄積された同じ作

物・品種の野菜類の微量元素含有量の相関係数の計算

を必要とする．単一の DSにおける計算量は，元素数

を m，差蓄積された微量元素含有量の数，すなわち

産地数を n として O(mn) と考えられる．相関係数

の計算結果の通信に要する時間も同じと考えられる．

元素数は 6から 8程度であり，簡単に増やせなかった

り，増やしても有用とは限らないので定数と見なして

よい．蓄積された微量元素含有量データどうしの相関

係数の単一の DSにおける計算時間は，図 6 の分割さ

れた四角形と三角形から O(mn2) と考えられる．

プロトタイプを Perlと Cにより実装し，相関係数

の計算時間を測定した．データベースは PostgreSQL

7.4を使用した．CSとDS，DSどうしの通信は SOAP

を利用するが，効率を重視する場合は SOAP を通さ

ずにデータを受け渡しできる．CSと DSを 1サイト

ずつ用意し，実行時間を測定した．実行時間は起動時

間，計算時間，回収時間の合計である．それぞれ，CS

から DS への要求の送信，DS による計算，CS によ

る計算結果の回収にかかる時間であり，逐次実行され

る．起動時間はすべての場合で約 0.75秒であった．

規準化スコアの計算には全 DSに蓄積された微量元

素含有量の平均の計算が必要である．この実行時間は

表 4 全 DS の平均の計算時間
Table 4 Computing time of averages in all DSs.

産地数 計算時間 [s] 回収時間 [s]

1,000 0.48 0.72

10,000 1.04 0.72

100,000 6.66 0.72

表 5 1 つのサンプルと各産地の測定値との相関係数の計算時間
Table 5 Computing time of correlation coefficients

between a sample and accumulated samples.

産地数 計算時間 [s] 回収時間 [m:s]

1,000 0.56 0:01.49

10,000 1.82 0:08.96

100,000 15.13 1:05.67

表 6 蓄積測定値相互間の相関係数の計算時間
Table 6 Computing time of correlation coefficients

between all accumulated samples in the same site.

産地数 計算時間 [m:s] 回収時間 [m:s] 転送サイズ
100 0:00.18 0:00.25 10.54KB

1,000 0:03.07 0:03.07 1.17MB

10,000 5:29.00 5:08.73 528.1MB

表 7 蓄積測定値相互間の相関係数の計算時間（他サイトから転送）
Table 7 Computing time of correlation coefficients be-

tween each accumulated sample with transferring

from another site.

転送産地数 産地数 計算時間 回収時間 転送サイズ
[m:s] [m:s]

100 100 0:01.60 0:00.41 110 KB

100 1,000 0:02.43 0:00.78 1.04MB

100 10,000 0:12.25 0:06.82 10.15MB

1,000 100 0:04.49 0:00.91 1.04MB

1,000 1,000 0:09.49 0:06.86 10.63MB

1,000 10,000 1:01.13 0:52.77 102.9MB

10,000 100 0:38.67 0:06.95 10.41MB

10,000 1,000 1:20.56 0:56.58 107.1MB

10,000 10,000 9:21.75 8:54.45 1.008 GB

表 4 に示すように十分短い．CSから DSに産地判別

を要求したときの実行時間を表 5 に示す．産地数に

比例して計算時間と結果回収時間が延びる．1サイト

に蓄積される産地数を 10,000程度と仮定すると，産

地判別は数秒で実行できる．ここで，回収時間は相関

係数の計算結果をすべて転送して測定した．通常の産

地判別で，相関係数が最大となる結果もしくは産地判

別の結果のみを返す場合，回収時間はすべての場合で

0.8秒以内であった．表 6 に蓄積された微量元素含有

量データどうしの相関係数（図 6 の小さな三角 1つ）

の実行時間と計算結果回収で転送されるサイズを示す．

おおむね O(mn2) である．表 7 に Ygh を転送する

場合（図 6 の四角 1 つ）の実行時間と転送サイズを

示す．産地数あたりの計算時間が表 6 の 2倍となり，

Ygh を転送する時間が必要である．表 6 と表 7 は結



2158 情報処理学会論文誌 July 2006

果のサイズが大きいため SOAP を通さずに結果を回

収した．

5. ま と め

本論文では，我々が提案した農産物の微量元素含有

量を蓄積・比較することによる分散型産地判別システ

ムについて述べた．判別対象と蓄積された農産物の微

量元素含有量の相関係数を計算し，閾値を超えた場合

に両者の産地が一致すると判断する．本手法は人手の

介入を排し，判別規準を明確化した点で農芸化学者に

よる手法よりも計算機に向いている．本手法の有効性

を実際のデータとシミュレーションに基づいて示し，

産地が増えた場合や細粒度での判別の可能性等の考察

を行った．複数の産地が閾値を超えうるが，実用上は

トレーサビリティによる産地情報を検証できれば十分

である．また，分散型産地判別システムのプロトタイ

プを評価した．1 サイトに 10,000 件のデータが蓄積

されていた場合，数秒で産地判別が可能である．

今後の課題として，農産物の微量元素含有量の広域

にわたる詳細な調査と，産地判別に用いる元素の選択

の自動化があげられる．また，実用システムの実装，

複数の DSでの性能評価も重要である．現在，判別対

象の農産物と同じ作物・品種の全蓄積データが計算対

象である．相関係数が高くなると予測されるものだけ

に限定できれば，相関係数の計算を依頼する DSの数

を減らすことができると考えられる．
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